
少子・高齢社会における税制のあり方住劣

第一少子・高齢化と税制

少子・高齢社会を支える税制

③個人や企業の活力を引き出す税制

高齢化・成熟化するわが国経済社会を活力にあふれるものとするには、個人や企業が

潜在力を十分に発揮できる社会を築く必要がある。このため、生涯現役社会や男女共同

参画社会の構築に向けて、能力と意欲のある高齢者や女性の社会参画を妨げない制度づ

くりが重要な課題となっている。また、高齢者の役割が高まる今後の社会では、民間非

営利活動には新たな活力の源泉として高い期待が寄せられている。さらに、人口減少社

会で経済的な豊かさを実現する鍵となるのが生産性の向上であり、生産活動の主役であ

る企業が今後ともグローバル化等の構造変化に対応し柔軟に活動できる環境を整備し

ていくことが必要となる。税制面では、個人や企業の活力を引き出す観点から、個人の

就労や企業の選択を歪めない中立的な税制、簡素で分かりやすい税制を基本としつつ、

今後とも構造改革を促進し経済社会の活性化を図るために必要な対応を行うべきであ

る。

これらの視点を踏まえれぱ、昨年6月の「基本方銑」でも述べたと.おり、将来の少子・

高齢社会を支える税制の構築に当たっては、個人所得課税の基幹税としての機能を回復す

ること及び消費税の役割を高めていくことが基本となる。このような改革は、国民の負担

増を伴うものであり、国民の理解を得るには、徹底した歳出削減、行政改革を断行すると

ともに、とりわけ税制上の歪みや不公平の是正といった観点に立って取り組むことが肝要

である。以下、このような基本認識の下、各税目の課題について詞婚己する。
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少子・高齢社会における税制のあり方住め

個別税目の改革

2.消費税

(1)少子・高齢社会における消費税の要性

消費税は、制度創設以降、社会保障をはじめとする公的サービスの費用をあらゆる

世代が広く公平に分かち合う上で大きな役割を果たしている。同時に、その税収は安

定的に推移し現在では国税収入の約2割を占めるなど、わが国税制における基幹税の

ーつとして国民の間に定着してきた。

少子・高齢化が進展する中で国民の将来不安を払拭するためには、社会保障制度を

はじめとする公的サ」ビスを安定的に支える歳入構造の構築が不可欠であることから、

消費税は極めて重要な税である。したがって、将来は、歳出全体の大胆な改革を踏ま

えっつ、国民の理解を得て、二桁の税率に引き上げる必要もあろう。これが今後の税

体系全体の見直しの基本となると考えられる。これに関連し、所得に対する逆進性の

問題については、消費税という一税目のみを取り上げて議論すべきものではなく、税

制全体、さらには社会保障制度等の歳出面を含めた財政全体で判断していくことが必

要である。

少子・高齢社会における消費税の重要性に鑑み、消費税に対する信頼性・制度の透

明性の向上を図る観点から、平成15年度税制改正において中小事業者に対する特例措

置の見直し等抜本的な改革を講じたところである。

(2)今後の検討課題

このように消費税に対する信ま則生・透明性は相当程度向上したと考えるが、今後、

消費税率の引上げについて検討していくに際して、以下のような課題についても検討

を深める必要がある。

①税率構造

消費税の税率構造は、制度の簡素化、経済活動に対する中立性の確保の観点から
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極力単一税率が望ましい。しかし将来、消費税率の水準が欧州諸国並みである二桁

税率となった場合には、所得に対する逆進性を緩和する観点から、食料品等に対す

る軽減税率の採用の是非が検討課題となる。
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②仕入税額控除

現行消費税制度において仕入税額控除を行うためには、課税仕入れ等の事実を納

税者自身が記載した帳簿の保存に加え、取引の相手方が発行した請求書等の取引の

事実を証する書類の保存が必要とされている(「請求書等保存方式」)。このような請

求書等保存方式は、単一税率の下では適切な仕入税額控除に特段の支障がないが、

将来、複数税率が採用される場合には、適正かつ円滑な施行に資する観点から、免

税事業者からの仕入税額控除を排除し、税額を明記した請求書等の保存を求める「イ

ンボイス方式」を採用する必要がある。

③消費税の使途

消費税はわが国の財政にとって重要な役割を果たすべき基幹税である。平成 H

年度予算以降、国の消費税収仕也方交付税分を除く国分)を基礎年金、老人医療及

び介護に充てることを毎年度の予算総則に明記する、いわゆる「消費税の福祉目的

化」が行われている。税率の引上げに際しては、国民の理解を得るために社会保障

支出や社会保障負担との関係を明確に説明することが必要となろう。

④地方消費税

地方分権の推進、地域福祉の充実等のために創設された地方消費税は、消費に関

連した基準により都道府県間で清算を行うことにより税収の偏在性が少なく、安定

的な基幹税目のーつとして定着し、大きな役割を果たしている。少子・高齢化等の

進展に伴い、今後、福祉・教育等の幅広い行政需要を賄う税として、地方消費税の

充実確保を図っていく必要がある。




